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第２節 投資資金の供給基盤 

 民間金融機関への資金フローは拡大するも、財政資金のファイナンスに流出 

第３－２－１図 過去10年の資金循環の変化 

第３－２－２図（２）民間非金融法人の借入残高、資金過不足 

第３－２－３図（２）業態別預貸率の推移 

 企業の貯蓄超過は借入の圧縮に充当 

 貸出しは伸び悩み、預金と貸金の比率（預貸率）は低下傾向 
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（備考）１．日本銀行「資金循環統計」、「民間金融機関の資産・負債」により作成。 
    ２．預貸率＝貸出／（預金＋譲渡性預金＋債券）として算出。              

増加 減少

（注）単位：兆円（10兆円未満四捨五入）、カッコ内のストック数字は2001年度末。

（備考）１．跡田直澄・高橋洋一（2005）を参照し、日本銀行「資金循環統計」、各種財務諸表等により作成。

２．民間金融機関には、「郵貯（ゆうちょ銀行）を除く銀行等」、「簡保（かんぽ生命）を除く保険」、「年金基金
（企業年金等）」、「証券投資信託などのその他金融仲介機関」などが含まれている。

３．ストック値は全てグロスで表示している。

４．「特別法人」とは、特別の法律により、国、政府関係機関及び地方公共団体のみの出資により設立された法人を

意味し、「独立行政法人都市再生機構」や「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構」などが含まれている。

５．政策金融機関から家計への矢印は、住宅貸付を表している。
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 保険の資産構成にも顕著な国債シフト 

 公的年金（GPIF）のポートフォリオは債券が中心 

 第３－２－７図（３）保険会社の資産運用 

 リーマンショック後に進んだディレバレッジ（貸出圧縮） 

 レバレッジの低下が設備投資の低迷要因の一つ 

 保証率は高止まり、代位弁済率は低下傾向 

第３－２－９図 公的年金（ＧＰＩＦ）の資産運用 

第３－２－11図 主要国における 

レバレッジ率の推移 

第３－２－12図 銀行レバレッジと 

設備投資率 

第３－２－14図 保証率と代位弁済率の推移 
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（備考）（左図）日本銀行「資金循環統計」、（右図）GPIF「平成 24年度業務概況書」により作成。 

（備考）（左上図）Bloomberg、（右上図）OECD、Bloomberg、（下図）日本銀行「貸出先別貸出金」、全国信用保証協会連合会 
「信用保証実績の推移」により作成。 
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第３－２－16図 ベンチャー投資の動向 

 ベンチャー投資は回復に向かいつつあるも低水準 

 地域金融機関の創業支援融資は伸び悩み 
第３－２－17図（１）地域金融機関の動向 
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 金融サービスのグローバル化は道半ば 

 金融の海外Ｍ＆Ａは増加傾向 

第３－２－22図（５）金融サービス収支対ＧＤＰ比 第３－２－23図（２）金融の海外Ｍ＆Ａの動向 

 規模の経済性が働くが営業コスト比率のばらつきも大きい地域金融機関 

 確定拠出年金の運用には改善余地 
第３－２－20図 地域金融機関の営業コスト比率 第３－２－21図（２）確定拠出年金（401K）

の加入者年齢別平均ポートフォリオ 
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（備考）（左図）財団法人ベンチャーエンタープライズセンター、（右図）金融庁及び日本銀行資料により作成。 

（備考）（左図）全国銀行協会、（右図）運営管理機関連絡協議会資料（2012年３月末）により作成。 

（備考）（左図）日本銀行「国際収支統計」、内閣府「国民経済計算」、（右図）（株）レコフにより作成。 
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